














































































































































































































































































































































































































































































































































1G425184606625312220 169 294233 298 3002872874240
11451202656 564316250 188 350 251 300350 7 2894474
12467229667589308 256335184 381237246324360298 3055186


























































































































































































































移　　　動 ．　者 鉱夫100人当り の移動鉱夫数 就　酬 離　　　職 就　　職障職i計
1896 49 40 89
97 182，141 107，884 81，830 59 45 104
98 198，287 117，510 97，403 59 49 108
99 213，256 135，710 108，121 63 51 114
1900 235，256 159，353 121，487 68 52 120
01 253，680 136，301 120，07754 47 101
02 247，707 118，9001 9，880 48 44 92
03 260，341 149，704 125，325 58 48 106
04 275，219 149，664 132，92354 48 102
05 269，699 101，367 92，370 38 34 72
06 286，731 162，699 139，519’　57 49 106
07 309，311 218，951173，093 71 56 127
，08 ・343，325 216，044 198，15363 58 121
09 348，389 179，959178，262 52 51 103
10 351，188 174，640 170，281 50 48 98
11 357，321 220，098 209，43962 59 121
12 376，710 258，956232，130 69 61 130
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註（1）社宅居住者の割
　合は1907年を調
　査時点としてい
　　る。
註（2）欠勤率は、1912
　年3月13日の社
　宅居住者を含む
　全鉱夫の欠勤率
　　を示している。
出典．第20表に同じ。
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うか。この点を検討するための素材として、社宅居住者と1912年ストライキと
の関係を示す第20表および第21表を掲げておこう。1912年ストライキは、後に
述べるように、すぐれて労働組合のストライキであった（ただし、「キリスト
教鉱夫組合」は不参加）。したがって、ストライキ参加者数は、労働組合の影
響力を示しているものと考選られる。きて、表から読みとれることは、社宅が
労働組合の影響の遮断と企業忠誠心の育成とに成功しなかったということであ
る。社宅の大半は、一ケ所にまとまって建設きれた集団社宅（Kolonie）であ
った。集団社宅は、そこに居住する鉱夫の生活を均一化させ、そのことによっ
て、鉱夫の問に何らかの形での連帯感を生じきせるであろう。こうした連帯感
と、社宅に対する鉱夫の不信感とが結びつく時、そこに、企業忠誠心の育つこと
はないであろう。ともかく、社宅は、企業忠誠心の育成には失敗したのである。
　社宅は、個別企業レヴェルにおいて移動率を下げようとする手段であった。
しかし、社宅の収容人員には限界があり、最：高時点で、ルール鉱夫の約i／3を収
容できたにとどまった。また、労働力確保をめぐる企業間競争も存在してい．
た。それ故、資本家団体レヴェルにおいても、労働移働対策がおこなわれなけ
ればならなかった。
　資本家団体レヴェルにおける労働移動対策は、1905年ストライキの直後から
開始された。もっとも、それ以前にも、同一の資本家の支配下にある複数の炭
鉱一いわゆる「家族炭鉱」（Familienzechen）一一の間では、移動証明書
（Uberweisungsschein）1白面がおこなわれていた。　A炭鉱から、A炭鉱と「家
族炭鉱」の関係にあるB炭鉱に移動せんとする鉱夫は、A炭鉱から交付され
た移動証明書を、B炭鉱に提示しなければならない。移動証明書には、もしそ
の鉱夫に問題がなければ、「この先山（または、後山等々）の採用に異論ありま
せん」と記されていた。この制度は、好ましくない鉱夫を「家族炭鉱」から締
　　　　　　　　　　　　　（32）め出すことを狙いとしていた。しかし、この制度は、いわば個別経営レヴェル
（32）　，，K6niglicher　Bezirks－Polizeikommissar　Dtisseldorf　an　Regierungspr5sident
　DUsseldorf　vom　15．　Nov，　1905“，　Quellensammlung，　Bd．　1，　S．　277．
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での対策の延長ともいうべきものであった。資本家団体レヴェルでの労働移動
対策は、1905年に始まったのである。
　1905年、「ストライキ保険連盟」は、ルール地方の8地区ごとに、「締め出し
協定」（Sperrabkommen）が地区内の炭鉱間に締結きれるよう指導しはじめ
た。「締め出し協定」は、地区内のすべての加盟炭鉱または個々の加盟炭鉱の
あいだに締結きれる。そして、協定参加炭鉱は、他の協定参加炭鉱を退職した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）鉱夫を、数ケ月間採用してはならないのである。この協定の意図は、明らか
に、地区内の労働移動を阻止しようとすることにあった。
　「締め出し協定」の適用範囲は、各地区ごとに限定されていた。したがって、
それは、鉱夫が別の地区の炭鉱に移動することに対しては、有効でなか〉つた。
1908年に結成きれた「ルール炭鉱連盟」は、その点において、若干の改善を図
ろうとした。「ルール炭鉱連盟」規約第8条第2項は、次のように述べていた。
　「加盟炭鉱は、いずれかの加盟炭鉱において契約違反をおかした労働者（14日前の解約
　告知義務を守らなかった労働者一引用者）を、6ケ月間採用してはならない。経営指
　導部は、採用した後に契約違反の事実を知った時、契約違反後に開始された労働関係が
　3ケ月を越えていない場合、その労働者を解雇しなければならない。」
　この条項を実施するため、「ルール炭鉱連盟」は、ブラック・リスト（Sch－
warze　Liste）を作製した。加盟炭鉱は、定期的に、契約違反者氏名を「連盟」
に通報する。それにもとづいて、「連盟」は、14日ごとに、その氏名をアルフ
ァベット順に整理したブラック・リストを作製し、加盟炭鉱に送付する。ブラ
ック・リストに記載された労働者数は、1908年9月に約5，400人、同年末に約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨの3，800人、1909年前半に約2，800人、同年9月に約3，500人であった。ブラック
・リストは、解約告知義務を守らずに突然退職する鉱夫の数を減少させたとい
ってよいであろう。しかし、ブラック・リストに対する鉱夫の怒りは強かっ
た。元の炭鉱に戻るならば、契約違反者に6ケ月間の締め出し条項を適用しな
いとしていたにもがかわらず、契約違反者のわずか1割が元の炭鉱に戻ったに
（33）　P．　Osthold，　oP．　cit．，　S．　34．
（34）　lbid．　，S．　54－5．
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　　　　　　（35）すぎなかった。
　「ルール炭鉱連盟」設立後も、さきに述べた各地区ごとの「締め出し協定」
は存続していた。したがって、いまや、契約違反労働者は、6ケ月間ルール地
方のほとんどの炭鉱から締め出され、解約告知を済ませてた労働者といえど
も、近隣の炭鉱から数ヶ月問締め出されることになったのである。それにもか
かわらず、労働移動率は、減少しなかった（前出第16表参照）。
　そうした情況に直面して、1909年10月、「ルール炭鉱連盟」は、1910年1月
1日から職業紹介所を設立・運営することを決定した。以前から、ルール炭鉱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ資本家のあいだには、職業紹介所設立の考えが存在していたが、設立を決定さ
せた直接的契機は、帝国内相の助言であった。1909年初、帝国内相ベートマン
・ホルヴェーク（Theobald　von　Beethmann　Hollweg、1909年7月力〉らは帝
国宰相）は、ルール炭鉱資本家シュティンネスに対して、ブラック・リストの
代わりに資本家による職業紹介所設立を薦めた。そして、「ルール炭鉱連盟」
は、シュティンネスの提案にもとづいて、職業紹介所設立を決定したのであ
　（37）
る。
（35）　lbid．，　S．　55．
（36）たとえば、1905年社会政策学会における指導的資本家キルドルフ（Emil　Kirdorff）
　の発言。Verhandlttngen　der　Generalversammlun．cr　in　Mannheimエ905，Schrif・
　ten　des　Vereins　ftir　Sozialpolitik，　Bd．　116，　Leipzig　1906，　S．　288．
（37）K：．Saul，　op．　cit．，S．91．なお、「ルール炭鉱連盟」が職業紹介所を設立したの
　は、労働移動の制限という意図のほかに、次のような事情があった。ルール炭鉱資本
　家は、労働力不足に対処するtめに、1903年から、募集人による鉱夫募集という方式
　を採用しt。主たる募集対象地域は、他の鉱山地帯、とりわけシュレージエン・べ一
　メン、シュタイエルマルク、ハンガリーであった。募集活動にあたったのは、炭鉱職
　員または炭鉱の委託をうけた盤面仲介人（Agent）であった。炭鉱職員が募集人とし
　て派遣された場合、熟練鉱夫を募集してきtが、その数は少なかった。募集仲介人に委
　託した場合、たしかに多くの労働者を募集してきたが、その質ははなはだ問題であっ
　t。すなわち、彼らは、鉱夫経験者を募集してきたのではなく、主として農業労働者
　を詐欺的な形で引き抜いてきたのである。そのtめ、炭鉱資本家は、農業資本家から
　たえず苦情を申し立てられた。また、そうして募集されt労働者は、炭鉱労働に不向
　きな者が少なくなく、さらに、もともと：不潔な生活を強いられていたため、寄生虫
　病、眼病、髄膜炎などの病気をルール地方にもちこんだ。こうした事態を改善するた
　めにも、職業紹介所設立は望まれたのであった。（E．Oberschuir，　op．　cit．，　S．38
89
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　「ルール炭鉱連盟」の職業紹介は、すでにおこなわれていた「ハンブルク鉄
工業連盟」（Verband　der　Eisenindustrie　Hamburgs）によるいわゆるハンブ
ルク方式に倣っていた。職業紹介所は、本部と16の支部とからなる。「連盟」
に加盟している炭鉱に就業を希望する鉱夫は、職業紹介所に申し出る。もし彼
が加盟炭鉱で働いたことがあれば解約証明書（KUndigungsschein）を、もし
そうでなければ何らかの身分証明書を提示する。それによって契約違反者を調
べ、もし契約違反者であれば、2週間職業紹介をおこなわない（以前は契約違反
者の締め出し期間は6ケ月であったが、それが一挙に2週聞へと短縮されてい
る。この短縮がどのような理由によるものか、不明である）。職業紹介所は、
求職者の希望を顧慮して就職先を指定する。もし求職者が、指定された期日に
指定きれた炭鉱に現われない場合、彼に対して職業紹介が2週間停止される。
当然のことであるが、職業紹介所運営費は、すべて「ルール炭鉱連盟」の負担
　　　（舘）
となる。
　「ルール炭鉱連盟」による職業紹介所設立の動きが新聞に報道されるやいな
や、鉱夫組合は、共同して、猛烈な反対運動を開始した。彼らがもっとも怖れ
たことは、移動の自由が奪われるということであった。「ルール炭鉱連盟」は、
求職先の就職先について、「求職者の希望をできるかぎり考慮する」と表明し
ていたが、この表現は、求職者に不利な就職先が指定される可能性を排除して
いなかった。4画面組合は、1909年10月19日、連名でプロイセン商工相ジドゥ
（Reinhold　Sydow）に請願書を提出した。そのなかで、移動の自由が奪われる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　惧れのあることを指摘したのち、次のように要望した。
　「「ルール炭鉱連盟」が労働者の正当な要求に応じない場合、私達の国民経済に最悪の
　結果をもたらす重大な闘争が不可避になります。それ故、経済豆粕のために、閣下が、
　労働者の利益を守るために調停的に介入して下さるよう、請願いたします。同時に、労
　一g．；P．　Osthold，　oP．　cit．，　S．　65．）
（3s）　P．　Osthold，　oP．cit．，　S．　66－8．
（3g）　，，Die　Bergarbeiterverbande　gegen　den　Unternehmerhochmut“，　Ber．crarbeiter－
　2eitung　vom　30．　Ofetober　1909．
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　資同数からなる職業紹介所を設立しようとする私逮の努力を法的にも支持し、さらにま
　た、鉱山業における労働協約の導入を推進して下さるよう、請願いtします。と申しま
　すのは、職業紹介所設立は、頻繁な労働移動の制限を目的としているといわれておりま
　すが、労働移動の主要な原因は、労働協約の実施によって、ほぼ完全に除虫されるから
　であります。」
　労働協約の締結、労資同数からなる職業紹介所の設立という鉱夫組合の要求
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）は、「ルール炭鉱連盟」によって一蹴された。しかし、職業紹介二二立聞題は
鉱夫をいたく刺戟しており、ルール地方はゼネストのおこりそうな形勢であっ
　（“）
た。商工相ジドゥは、ゼネストを怖れ、調停に動いた。彼は、一方で、ルール
炭鉱業には「雇主と被傭者との信頼に満ちた協力のための前提」が欠如してい
るため、労働協約および労資同数からなる職業紹介所は「実行不可能」（un－
tunlich）であるとした。しかし、1彼は、他方で、職業紹介所は、求職者の希望
する炭鉱に当該職種の需要がある場合、その炭鉱に職業紹介状を発行する義務
を負うということ、また、職業紹介所は、求職者に対し、彼が同意しない炭鉱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）を指定してはならないということを、「ルール炭鉱連盟」に確約きせた。
　鉱夫組合は、商工相の調停を承認し、ストライキを回避した。「ルール炭鉱
連盟」は、この譲歩によって、職業紹介所を権力手段として利用することを大
きく制限された。その結果、職業紹介所が面立きれた当初の1910年には移動率
が減少したものの、翌年から再び増大した（前出第16表参照）。
　　　β、黄色組合の育成
　1905年ストライキ後、ルール炭鉱資本家は、上述のような労働市場統制の試
みと並行して、黄色組合の育成にとりかかった。
　第一次大戦前のドイツにおいて、黄色組合（Gelbe）と呼ばれた労働者団体
には、大別して三つのタイプがあった。すなわち、手工業専門組合、愛国心労
（40）　，，Der　Gewaltakt　der　Ruhrgrubenbesitzer“，　Bergarbeiterzeitung　vom　6．
　ATovember　1909
（41）　K．　Saul，　oP．　cit．，　S．　92．
（42）　．Die　Antwort　des　Ministers“，　Bergarbeiter2eitung　vom　4．　Dezember　1909．
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働者団体および会社組合である。
　（1）手工業専門組合（Berufsverband）。このタイフ。の黄色組合は、「社会民主
党」と提携していた「自由労動組合」に対抗して結成され、手工業的部門にお
いて親方と徒弟との協調を旨としていた。代表的なものは、1906年結成の「パ
ン・菓子徒弟同盟」（Bund　der　Backer＝（Konditoren＝）Gesellen　Deutsch・
tands）および1911年結成の「肉屋徒弟同盟」（Deutscher　FleischergeseHen＝＝
Bund）である。いうまでもなく、このタイプの黄色組合は｛ルール炭鉱業に
無縁であった。
　（2）愛国的労働者団体（nationater　Arbeiterverein）。このタイプの黄色組合
は、鉱山業において最初に結成きれた。ルール鉱夫の1889年ストライキは、他
の鉱山地帯にも波及した。そして、その結果成立した「旧組合」は、ルール地
方を基盤としつつも、他地方にも勢力を拡げていった。そうしたなかで、ニー
ダ高シュレージェン地方の鉱山資本家は、「旧組合」と対抗するため、同地方
の各地域に、1891年5月から、「祖国に忠実な鉱夫団体」（Verein　reichstreuer
Bergarbeiter）を結成しはじめた。同様の動きは、ザクセン鉱山地帯にも見ら
れた。しかし、この動きは、さしあたり、ルータ炭鉱資本家にほとんどまった
　　　　　　　　　　ぱのく影響を与えなかった。
　ルール地方において愛国的労働者団体の結成が試みられたのは、1906年であ
る。1903年の帝国議会選挙での「社会民主党」の躍進（1898年選挙56議席一
1903年選挙81議席）と、同じく1903年における中部ドイツの繊維町クリミッチ
ャゥ（Crlmitschau）の繊維工の長期争議とは、重工業資本家とユンカーとに
　　　　　　　　　　　　く　ラ深刻な危機感をいだかせた。その結果、1904年、「国民自由党」右派、「自由保
守党」および「ドイツ保守党」の参加のもとに、「反社会民主主義全国連盟」
（Reichsverband　gegen　die　Sozialdemokratie）が結成された。「全国連盟」
（43）　Heinrich　lmbusch，　Die　Gelben　in　der　deutschen　Arbeiterbewegung，　3．
　Aufl．，　C61n　1912，　S．　11．，　13．，　19－23．
（44）さしあたり・飯田収治「今世紀初頭のドイツにおける使用者連盟運動の展開（二）」
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は、「宗教的・政治的立場の違いを問わず、皇帝と祖国とに忠実なすべての者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）を、社会民主主義の反帝制的・革命的志向に対する闘争に結合させる」（規約
第1条）ことを目的としていた。「全国連盟」のもっとも重要な活動は、愛国
的労働者団体の育成であった。その活動の一環として、「全国連盟」は、ルー
ル鉱夫を組織しようとしたのである。しかし、1906年に始められたこの試み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総）は、後に述べるような理由から、見事に失敗した。
（3）会社組合（Werkverein、炭鉱の場合には、　Zechenwerkverein）。愛国的
労働者団体が地域単位に鳶職されたのに対し、会社組合は、企業単位に形成さ
れた。ルール炭鉱の黄色組合は、このタイプのものであった。
　ドイツにおける会社組合は、1880年代の「工場組合」（Fabrikverein）にそ
　　　　　　　　　　　　　　（47）の起源をたどることができるが、著名な大企業において組織きれ始め、かつ社
会的に注目されるようになったのは、1905年以降である。1905年4月19日、南
ドイツのミュンヘンにおいて、労働協約問題から、「自由労働組合」系の「ド
イツ金属工組合」（Deutscher　Metallarbeiter＝Verband）がストライキに突入
した。ストライキは、同じく南ドイツのアウグスブルクとニュルンベルクに波
及していった。ストライキの長期化と拡大化とに対し、「バイエルン金属工業
家連盟」（Verband　bayerische　Metallindustrieller）は、43工場23，000人に及
ぶロック・アウトで対抗した。この争議の過程で、「ドイツ金属工組合」の勢
力の弱かった「アウグスブルク・ニュルンベルク機械製作会社アウグスブルク
工場」（Maschinenfabrik　Augusburg・Nttrnberg，　Werk　Augusburg）におい
て、会社組合たる「アウグスブルク工場労働者連合」（Arbeiterverein　vom
　大阪市大『人文研究』第27巻第7分冊（1975年）、を参照。
（45）　Dieter　Fricke，　，，Reichsverband　gegen　die　Sozialdemokratie（RgS）　1904－1918“，
　Die　btirgerlichen　Parteien　in　Deutschland．　HaTtdbzach　der　Geschichte
　der　bdirgerlichen　Parteien　und　anderer　btirgerlichen　lnteressenorganisationen
　vom　Vormdrz　bis　2uM　fahreエ945，　Bd．2，　Leipzig　1970，　S．621．
（46）　H．　lmbusch，　Die　Gelben，　S．　24－7．；M．　J．　Koch，　oP．　cit．，　S．　115－6．
（47）　Klaus　Mattheier，　Die　Gelben．　Nationale　Arbeiter　zwischen　Wirtschafts　一
　frieden　und　Streik，　DUsseldorf　1973，　S．　31．
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Werk　Augusburg）が結成された。その組織人員は、1905年10月14日に、1，300
　　　　　　　　　　　　　　　　　がラ人の労働者従業員の約半数に達した。「自由労働組合」機関紙編集長ウムブ
ライトの言葉を借りるならば、「アウグスブルク工場労働者連合」は、「いわゆ
　　　　　　　　　　　　　　くイのる会社組合の時代の幕をあけた」のである。
　とはいえ、・ルール炭鉱業において、ただちに会社組合が結成されたのではな
い。すでに述べたように、「反社会民主主義全国連盟」は、各地に、地域単位
の愛国的労働者団体を育成しようとしていた。そのため、重工業資本の利害を
代表していた「ドイツ工業家中央連盟」（CDI）の内部で、二つの意見が対立
した。一方は、強い政治色をもった愛国的労働者団体の育成を支持した。他方
は、愛国的労働者団体が「ドイツ保守党」の反資本主義的イデオロギーに引き
づられることを託れ、経営内労資協調の手段としての会社組合を育成しようと
した。結局、「ドイツ工業回申央連盟」内で妥協が成立し、100人以上の従業員
を有する企業は会社組合を、それ以下の企業は愛国的労働者団体を育成するこ
とになった。かくして、1910年から「会社組合ブーム」（Werkvereinsboom）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　が始まり、ルール重工業がその先頭に立った。
　1909年以前には、ルール地方にただ一つの会社組合があったのみである。そ
れは、1908年に結成された「クルッフ。鋳鋼所」の会社組合（Nationaler　Arbeit－
er－Verein，　Werk　Krupp）である。そして、「クルップ社1は、1910年、自
己の所有炭鉱であるLangenbrahm炭鉱に会社組合を組織した。それが、ルー
炭鉱における最初の会社組合であった。そして、その後、ルール炭鉱の会社組
合は、飛躍的に発展した（第22表参照）。
　ルール炭鉱における会社組合は、他産業と同様に、会社側からの資金援助を
うけた共済活動を中心としていた。1913年初に存在した93のルール炭鉱会社組
（48）　lbid．，　S．　65－9．
（4g）　Paul　Umbreit，　Der　Stand　der　gelben　Organisationen　in　Deutschland，　Ber－
　lin　1908，　S．　13．
（50）　K．Mattheier，　Die　Gelben，　S．lg8－201，
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ルール炭鉱業の会社組合　　（第22表）
吻合数 組合　員　数 ルール鉱夫に占める@パーセント
1911年11月1日
P912年3月2日
P913年1月1日
P914年3月1日
???? 　131
R，348
P7，360
Q1，241
9．0％
X．5
出典．K．　Mattheier，エ）ie　Gelben，　S．202．
合のうち、埋葬金庫65組合、疾病金庫62組合、非常時援助金庫42組合、軍事教
練補助金庫21組合、となっていた。そのほかになお、若干の組合では、出産補
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）助金庫、特別プレミアム付貯蓄制度、安価な食料の配分制度を有していた。
　ところで、ドイツの会社組合運動には、二つの潮流があった。ベル．リンの電
機会社「ジーメンス社」を中心とする「ベルリン派」』と、エッセンの「クルッ
プ社」を申心とする「エッセン派」とのこ潮流である。いうまでもなく、ルー
ル炭鉱の会社組合は、「エッセン派」に属していた。ルール炭鉱の会社組合の
特質を知るために、「ベルリン派」と「エッセン派」との相違について記して
　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）おこう。相違は2点にわたっていた。
（51）　Klaus　Mattheier，　，，Werkvereine　und　wirtschaftsfriedlich＃nationale　（gelbe）
　Arbeiterbewegung　im　Ruhrgebiet“，　Jifrgen　Reulecke　（Hrsg．），　Arbeiterbewe－
　gung　an　Rhein　und　Ruhr，　Wuppertal　lg74，　S．　191．
（52）以下、この点については、Jbid．，　S．ユ83－5．ただし、K：．　Mattheierは、本稿で
　指摘した2点のほかに、なおもう1点の相違を指摘している。それは、「ベルリン派」
　が資本家と労働者との関係を「パートナーの関係」（efn　partnerschaftliches　Verh－
　tiltnis）と考えていたのに対し、「エッセン派」は「良き父親が自分の子供に接するよ
　うな……古き家父長的関係（der　alte　patriarchalische　Zustand）」を望んでいたと
　いう点である。しかし、これは、彼自身が別の箇所で述べていることと矛盾してい
　る。彼は、次のように述べている。ルール重工業資本家（すなわち「エッセン派」）
　は、「もはや自らを『企業家族の父親』（Vater　der＞Betriebsfamilie＜）　と見なし
　ていず、絶対的所有権を有する支配者（Herrscher　mit　absolutem　Besitzrecht）と
　考えていた。彼らはもはや『一家の父親』（＞Vater　im　Hause＜）ではなく、『一家
　の支配者』（＞Herr　im　Hause＜）であり、そして、そうであり続けるために、あら
　ゆることをなした」（lbid．，　S．174．）。この指摘は正しい。それにもかかわらず、
　彼が、ルール重工業資本家は「良き父親が自分の子供に接するような……古き家父
　長的関係」の復活を図ったと主張していることは、私には理解できない。
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　第一に、「ストライキ権」について、「エッセン派」は「ストライキ権」の放
棄を明記したのに対し、「ベルリン派」は、その放棄の明記を拒否した。しか
し、この点は、たんなる名目上の相違にすぎなかった。「ベルリン派」の申心
たる「ジーメンス社」の会社組合は、ストライキ資金を集めなかったし・また
　　　　　　　　　　　（53）集めようともしなかった。そもそも、黄色組合がストライキ資金を集めるとい
うことは、事の本質からして、ありえないことである。当然のことながら、第
一次大戦前において、ストライキ資金を集めたドイツの黄色組合は、一つとし
　　　　　（馴》てなかった。
　第二に、政治活動について、「エッセン派」は「自励自由党」（ルール重工業
資本家は、同党右派の申出であった）の支援を目ぎしたのに対し、「ベルリン
派」は、政治的申立性を標榜した。そして事実、「ベルリン派」の「ジーメン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ス社」の会社組合は、「社会民主党」党員をも組織していた。両派の実体的相
違は、この点にあった。
　付言しておくならば、ドィッの会社組合は、当初から地域的に相：互に連携し
ていた。全国的連携組織として、1907年秋、ベルリン、ブランデンブルク、ド
レスデン地方の「ベルリン派」会社組合は、「ドイツ黄色被傭者組合同盟」
（Bund　der　gelben　Arbeitnehmerverbande　Deutschlands）を結成した。やが
て「エッセン派」も全国的連携組織の結成に動き、結局、1910年10月、「ベル
リン派」と「エッセン派」との大同団結が成り、「ドイツ会社組合同盟」（Bund
deutscher　Werkvereine）力減湿した。会社組合の本質からして、この全国的
連携組織は、個々の会社組合の内部問題にまったく立ち入らなかった。その任
務は、会社組合運動の対外的代表、会社組合結成の際の協力、統計作成、講演
（53）　Herrnann　Schtifer，　，Pie　，，Gelben　Gewerkschaften“　am　Beispiel　des　Unter－
　　stUtzungsverein　der　Sie皿ens－Werke，　Berlin“，7iertell’ahrschrift　ftir　Sozial－
　　und　rvirtschaftsgeschichte，　Bd．　59　（1972），　Heft　1．，　S．　67．
（54）　Hans－Alexander　Apolant，　Die　wirtschaftsfriedliche　Arbeitnehmerbewe一
．aung　Deutschlands．．VVerden，　Wesen　und　vaollen　der　gelben　Organisationen，
　Berlin　1928，　S．　84．
（55）　H．　Schtifer，　oP．　cit．，　S．　64．
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　　　　　　　　　　（56）講習に限定されていた。しかし、イデオロギー的対立から1914年3月、「ベル
リン派」は「ドイツ会社組合同盟」を脱退し、新たに「ドイツ会社組合カルテ
ル連盟」（Kartellverband　deutscher　Werkvereine）を創立した（組合員数に
ついては、第23表参照）。
　　　　　　　　　　　会社組合全国的速携組織　　（第23表）
｝・9・・剣・9・・年1・9・2倒・9・3剰・9・4年
「ドイツ会社組合同盟」
「ドィッ会社組合カルテル連
盟」（ベルリン派）
51，405人70，000人79，365人116，826人 70，633人
27，170
出典．H．一A．　Apolant，　oP．　cit．，　S．150－1．
　　　γ，　資本家の労働組合観
　ルール炭鉱資本家は、「ルール炭鉱連盟」の結成および会社組合の育成によ
って、労働組合と非妥協的に闘おうとした。しかし、1889年ストライキや1905年
ストライキという大ストライキは、産業平和の維持にとって、資本家のヘル・
イム・ハウゼ的観点が有効でないということを示していた。純粋に功利的に判
断すれば、ルール炭鉱資本家にとって、労働組合の承認；団体交渉は、有用で
あったであろう。
　実は、ルール炭鉱資本家も、そのことを認識していた。ルール炭鉱資本家の
イデオローグとして労働協約問題を総括的に論じた鉱山雪質ヒルゲンシュトッ
ク（Bergassesor，　Hilgenstock）は、労働協約がもたらすであろう利点とし
　　　　　　　　　　　　　　うて、次の5点を指摘している。ω職員にとって時間がかかり、かつ不愉快な請
負賃銀率の決定を簡素化する。②労働者にとって、請負賃銀率決定の際、職員
の恣意を減少させる。（3）有能な労働者は、いままで、高能率で仕事をおこなえ
（56）　K．　Mattheier，　Die　Gelben，　S．　113．
（57）　Hilgenstock，　．Uber　Lohntarife　im　britischen　und　rheinisch＝一westftilischen
　Steinkohlenbergbau　（Fortsetzung）“，　GMckauf　vom　14．　Dezember　1907，　S．
　1677．
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ば翌月に請負賃銀率を切り下げられるという惧れから、能率を抑えてきたが、
労働協約によってその惧れがなくなれば、少なくとも短期的には能率を上げる
であろう。（4）労働移動を減少させる。㈲労働移動の減少にともなって、炭鉱の
保安を向上させる、以上である。しかし、ヒルゲンシュトックは、ルール炭鉱
業における労働協約締結は、ほとんど：不可能であると主張する。それは、技術
的および社会的理由から、そうなのである。技術的理由とは、ルール地方の炭
層が、イギリスに比較して、はるかに不規則であるということ、それ故、長期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C58）的統一的協約賃銀率の決定はきわめて困難であるということである。しかし、
彼のいう技術的困難1は、当時労働組合が反論したように、そしてまた、ヴァイ
マル期に労働協約が締結きれたという事実そのものが物語っているように、決
して克服できないものではなかった。ルール炭鉱資本家が団体交渉＝労働協約
を拒否する真の理由は、いわゆる社会的理由、すなわち、ドイツの鉱夫組合は
団体交渉の当事者としてまったく不：適当であるということであった。
　資本家の労働組合観は、「ルール鉱業協会」理事長クライネ（Eugen　KSeine）
の言葉に、もっとも明瞭に示されている。彼は言う、「旧組合は社会民主党の
創作物（eine　Schδpfung）であり、キリスト教鉱夫組合は中央党の創作物で
ある。それらは、帝国議会選挙に際して大衆を獲得するという、まったく政治
　　　　　　　　　　　　　　（59）　’的な理由から創られたのである」。この考えにしたがえば、労働組合の承認は、
労働組合員を増加させることによって、彼らの政敵たる「社会民主党」や「中
央党」を利することになるであろう。彼らは、政治的階級意識にもとづいて、
労働組合の承認を拒否しつづけたのである。理事長クライネはきらに言う、
「われわれは、社会民主党と闘うようつねに要請されている。しかるにぐプロ
イセン政府は、㌍えずくりかえし・社会民主党を強化している。もはや手工業
（58）Hilgenstock，，，Uber　Lohntarife・…・・（Fortsetzung）‘‘，　Gldicleauアvom－Z4．　Z）ezem－
　ber　1907，　S．　1705ff．
（sg）　，，Besprechung　der　Bergbau－Vereine　fiber　Abtinderung　des　Allgemeinen　Berg－
　gesetzes　arn　6．　Januar　1．　gOg　（Auszug）“，　Quellensammlung，，Bd．　1，　S．　392．
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は、ほとんど社会民主党に抵抗できない。小工業も同様である。今日、われわ
れの周囲の情況は、こうなっているのだ。今日なお社会民主党と対抗している
　　　　　　　　　　　　　　　　（oo）のは、唯一大工業のみである……」。すなわち、ル～ル炭鉱資本家にとって、
労働組合の承認・労働協約の締結は、すぐれて政治問題、とりわけ「社会民主
党」との闘争の問題であった。この熾烈な政治闘争の前に、産業平和という経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）済的利益は顧みられなかったのである。　（未完）
（60）　lbid．，　S．　395．
（61）ルール重工業資本家の労働問題における非妥協性を示すものとして、次のエピソー
　ドを記しておこう。
　　1913年末、「シャープハウゼン銀行」は、他の大銀行と異なって、職員の団結権を尊重
　することを約束した。それを知ったルール地方の代表的石炭一鉄鋼混合企業「グーテ
　ホフヌングスヒュッテ社」は、ただちに「シャフハウゼン銀行」とのあらゆる取引関
　係を破棄した。その理由について、「グーテホフヌングスヒュッテ社」総支配人Paul
　Reuschは、ルール重工業資本家Franz　Hanielに宛てた手紙のなかで、次のように
　述べた。「私は、経済活動をおこなっているあいだ、社会民主党と社会民主主義的労
　働組合とにダメージを与えることに熊つねに最大の努力（die　gr6Bte　MUhe）を払いま
　した。そしてまた、それらと非妥協的に闘うことを疇躇しませんでした。というの
　は、それを私の義務だと考えただけではなく’社会民主党の要求に対する工業のごく
　わずかな譲歩といえども、論理必然的に、測り知れない政治的経済的結果をもたらす
　にちがいないと確信しているからでもあります」（K．Saul，　oカ．　cit．，　S．57．）。
　「自由労働組合」は、したがってまた「旧組合」は「社会民主党」の勢力拡大の一手
　段にすぎないとするルール重工業資本家の見解は、客観的に見れば、誤まっていた。
　19世紀末から20世紀初頭にかけて、「社会民主党」が「自由労働組合」を指憩するの
　ではなく、逆に、「自由労働組合」が「社会民主党」の方針を左右するようなった。
　1906年「社会民主党」マンハイム大会は、まさしく党に対する労働組合の勝利を表示
　していた（この問題については、さしあたり、Hans　一＝　Josef　Steiゴberg，，，Die　Ent－
　wicklung　des　Verhaltnisses　von　Gewerkschaften　und　Sozialdemokratie　bis　zurn
　Ausbruch　des　Ersten　Weltkrieges“，　Heinz　Oskar　Vetter　（Hrsg．），　Vom　Sozia－
　listengeset2　zur　Mitbestimmung．　Zum　100．　Geburtstag　von　Hans　Bbkler，
　K：61n　1975，　S．121－134．を参照）。しかし、ここで確認すべきことは、ルール重工：
　業資本家の見解が誤まっていたということではなく、彼らがそうした見解にもとつい
　て行動したということである。
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